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要 約 

Society5.0 の実現に向け、企業のグローバル化・ビジネスモデルの変化等に起因し、

企業の製品・サービスにおける付加価値の源泉が、ソフトウェアへと大きく拡大してお

り、従来は IT企業だけであったソフトウェア活用の担い手が、非 IT 企業（例：自動車

産業）にも大きく拡大している。 

その変化において、ソフトウェアを構成する知的財産であるソースコードを公開し、

グローバルな開発者の集合知を活用する「オープンソースソフトウェア（OSS）」を用

いることの重要性が極めて高まっている。 

他方、OSS は、知的財産面のリスクをはじめとしたリスクを多数抱えており、これを

企業が活用する際には、従来「知財部」が主に管掌してきた特許を中心としたリスクマ

ネジメントとは異なる、新たな考え方ならびに体制・アプローチでの対応が求められる

ところである。 

また、OSS 活用を検討する経営層においては「オープンである」が故に「無償である」

という価値ばかりが着目され、本来的に OSSが有する多様な価値（例：グローバルなエ

ンジニアの集合知の活用によるサービスの高度化、セキュリティの向上、人材育成・獲

得 等）が体系的に理解されていない。 

そこで本調査研究では、公開文献調査・アンケート調査・ヒアリング考査に基づき、

デジタル化、IoT 化時代において、企業における産業競争力を強化していくために、特

に、OSS への認識が低いと想定される企業やサプライチェーンに連なる企業に対して、

OSS に関する人的、金銭的リソースを配分し、経営層のレベルにおける OSS の重要性

の理解を促し、OSS の利活用に向けた取り組みを促す上で必要な情報（プロモーション

のコンテンツおよびプロモーション戦略）を取り纏めた。 

本調査を踏まえ、企業が OSS 特有の知財リスクの認識を高め、十分な普及啓発を行

うことが期待される。 
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Ⅰ 調査結果概要 

1 調査の全体像と課題認識 

1.1 調査目的 

「知的財産推進計画 2019」（令和元年６月知的財産戦略本部決定）では、オープン

ソースソフトウェア（以下、OSS）に関して、「データや AI の利活用の場面において、

オープンソースソフトウェア(OSS)を用いたソフトウェアが極めて一般的になっている」

との現状認識のもと、「OSS を安全に活用するための OSS の選定及び活用の枠組みにつ

いての検討等を通じて、OSSの活用に対する意識向上に取り組む」こととされた。 

Society5.0 の実現に向け、デジタル化や IoT 化が進行する中、企業が新たな商品や

サービスを開発するにあたっては、付加価値を生む源泉としてソフトウェアを活用する

ことの重要性が増している。ソフトウェアの開発にあたっては、上述したとおり、OSS

を用いることが一般的である。 

OSSは、従来はいわゆる SIer等の IT企業が主な利用者であったが、デジタル化、IoT

化の進展に伴い、これまで IT になじみが薄かった製造業等の企業やサプライチェーン

に連なる企業が OSS を活用する場面が増加している。一方で、OSS を活用するにあたっ

ては、OSS に対する知識と理解と共に、知財リスク、リーガルリスク、レピュテーショ

ンリスク等への対応が必要となるが、OSS への認識が低いと想定される企業 2 やサプラ

イチェーンに連なる企業が OSS特有のリスクに適切に対応することが難しいとの指摘も

ある。そうした問題意識の下、サプライチェーンにおける OSSコンプライアンスを課題

とした民間における取り組みもみられる。また、データが知財を生み出す重要な源泉と

なる中、OSS をデータ収集のためのプラットフォームとして戦略的に活用する事例もみ

られる。さらに、企業における社員の OSSに関する取り組みへの理解とサポートが、優

秀な IT エンジニアの採用に重要な要素となっている。 

以上のように IoT の進展であらゆる企業が OSS を活用せざるを得ない状況となって

いるが、OSS の抱える知財リスクに対する認識が不十分であるため、それを是正するた

めの普及啓発が必要である。OSS 利用に関して特許権等に係る具体的な知財リスクの事
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例として、2007 年、IP Innovation 社と Technology Licensing 社が、Red Hat 社と

Novell 社が提供していた OSS を用いた Linux 商品が、Innovation 社と Technology 

Licensing 社の特許権を侵害しているとして提訴された例があり、OSS に第三者の特許

権等の知的財産権が含まれる場合、権利者による訴訟等を提起されるリスクが存在する。 

本調査研究事業における調査の結果に基づいて、このようなデジタル化、IoT 化時代

において、企業における産業競争力を強化していくために、特に、OSS への認識が低い

と想定される企業やサプライチェーンに連なる企業に対して、OSS に関する人的、金銭

的リソースを配分し、経営層のレベルにおける OSS の重要性の理解を促し、OSS の利

活用に向けた取り組みを促す。特に OSS 特有の知財リスクの認識を高め、十分な普及

啓発を行うことを目的とする。 

 

＜本調査を通じて実現したい状況＞ 
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1.2 調査内容 

本調査では、大きく「非 IT 企業等に OSS の重要性への理解を促すコンテンツ」「プ

ロモーション戦略」「政府等の取組の状況」との３つのアウトプットを目指し、以下５

つの視点から調査を行った。 

 

＜調査内容の全体像＞ 

 

 

調査においては特に、企業における「OSSの利活用によって生じるリスク／付加価

値」の部分について、経営に対するアピールを高めるべく、幅広い企業等へのヒアリン

グを通じた事例調査より、具体的な情報を収集した。 
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なお、本調査全体のスケジュールは以下の通りである。 

 

＜調査スケジュール＞ 
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＜有識者委員＞  ※ 座長 ○ 

 
安藤 俊秀 株式会社ティアフォー 技術本部 Vice President 

 
岩原 将文 岩原法律事務所 弁護士 

 
遠藤 雅人 トヨタ自動車株式会社 知的財産部 IP戦略グループ 主幹 

 
上條 由紀子 

長崎大学 研究開発推進機構 

FFGアントレプレナーシップセンター 教授・弁理士 

 
亀井 正博 一般財団法人ソフトウェア情報センター 専務理事 

 
関 啓一 日本電気株式会社 OSS 推進センター シニアエキスパート 

〇 立本 博文 筑波大学 ビジネスサイエンス系 教授 

 
前田 三奈 株式会社日立製作所 知的財産本部 知財第三部 部長 

50音順、敬称略 

＜オブザーバー＞ 

 

萩原 健太 

一般社団法人コンピュータソフトウェア協会 セキュリティ委員

会  

副委員長（グローバルセキュリティエキスパート株式会社  事業

戦略室 CSO兼 CSRO） 

 
羽鳥 健太郎 独立行政法人情報処理推進機構（IPA） 社会基盤センター 

 
松村 大和 株式会社日立製作所 知的財産本部 知財第三部 
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＜省庁関係者＞ 

 小林 英司 内閣府 知的財産戦略推進事務局 参事官 

 中内 大介 同                      参事官補佐 

 杉本 敏彦 同                      参事官補佐 

 下萩原 勉 同                      参事官補佐 

 高田 龍弥 特許庁 総務部 総務課（オープンイノベーション推進 PT） 

 

1.4 調査事務局 

・篠崎 亮  PwC コンサルティング合同会社 マネージャー 

・山尾 佳則 PwC コンサルティング合同会社 アソシエイト 

・鈴木 和馬 PwC コンサルティング合同会社 アソシエイト 
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Ⅱ 公開文献調査結果 

1 OSSの利活用状況等に関する過去調査のまとめ  

OSS の利活用動向を示すレポート等の結果に基づき、マクロ的な視点から、OSS の利

活用動向および企業が感じる「価値」の基本認識を明らかにした。 

 

「2019 年オープンソース・セキュリティ&リスク分析レポート」 

• 著者：シノプシス サイバーセキュリティ・リサーチセンター 

• 方法：Black Duck 監査※の対象となるソフトウェアを解析し、オープンソースを含

む割合を調査 

• 結果： 

• オープンソースが含まれるソフトウェアは全ソフトウェアの 96%以上 

• 全コードのうち、60%がオープンソース（2018年調査と比較し＋3%） 

 

「グローバル情報セキュリティ調査 2017」 

• 著者：PwC・CIO magazine・CSO magazine 

• 方法：133 カ国の 10,000 人以上の PwCクライアント等の経営者や責任者に対するア

ンケート調査 

• 結果：世界の約５３％の先進企業が、「新たな価値創出とセキュリティへの対応」

を目的にオープンソースを戦略的に活用している 
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また、弊社調査によると、オープンソースソフトウェアがもたらす利点は多岐にわた

り、主たる価値と想定される「開発の効率化」だけではなく、サイバーセキュリティの

向上・拡張性の向上等の価値も多く指摘されている。 

 

＜PwC「オープンソースソフトウェアがもたらす利点」調査結果1＞ 

 

 

  

 
1 出所：PwC「グローバル情報セキュリティ調査 2017」（PwC・CIO magazine・CSO magazine）

133 カ国の 10,000 人以上の PwCクライアント等の経営者や責任者に対するアンケート調査結果 
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2 OSSの利活用状況等に関する過去調査のまとめ  

続いて、ITシステム全体における OSSの適用領域について明らかにした。 

目下、IT システム全体における OSSの適用領域は大きく拡大している。 

OSS 鳥観図（インプレス IT Leaders・日本 OSS 推進フォーラム作成）の 2012 年版・

2019 年版を比較すると、全体的な数の拡大は見られるものの、カテゴリとして、過去

に存在しなかった「ビッグデータ」「AI」「IoT」の領域、仮想化領域における「Xaas」

関係の OSS が新たに登場し、掲載項目内の約 40%を占める形へと拡大している。 

 

＜IT システム全体における OSS適用システム等の広がり2＞ 

 

 
2 出所：2012 年版「OSS 鳥観図（インプレス IT Leaders、2012 年 5 月）」 

https://it.impressbm.co.jp/common/dld/pdf/a57e1facae0d33c27201564d58845bfa.pdf 

2019 年版「OSS 鳥観図（日本 OSS フォーラム）」  

http://ossforum.jp/jossfiles/20190419_OSS%E9%B3%A5%E7%9E%B0%E5%9B%B3.pdf 

【最終アクセス日 2020 年 3 月 24 日】 
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3 非 IT 領域における OSS活用状況および事例 

上記統計に分かる通り、様々な分野に対して、OSS は適用可能な環境が形成されてき

ており、過去に見受けられなかった「非 IT 領域」における OSS の広がりも数多く確認

された。そこで、特に「CASE（Autonomous/Automated（自動化）、Shared（シェアリン

グ）、Electric（電動化））」といった文脈での技術革新が進み、OSS を含むソフトウ

ェア活用の重要性が高まる自動車分野について、業界・企業の取組事例を分析した。 

 

3.1 完成車メーカーにおける OSSへの取組 

まず、自動車分野の中でも「完成車メーカー」における OSS活用状況をまとめた。主

たる完成車メーカーは、OSS 関連コミュニティへ積極的に参加し、車載機器プラットフ

ォームの OSS を活用した開発の高度化や、標準化活動を実施している。 

 

＜主な完成車メーカーにおける OSS活用状況3＞ 

 

 
3 国内大手 3 者＋海外において情報開示が積極的だった企業について示した。 



- 12 - 

 

上記のうち、特に OSSに対する取組が幅広く実施されている、トヨタ自動車における

OSS 利活用状況を纏めた。トヨタ自動車は、コネクテッドカーの車載情報機器開発にお

いて、オープンソース戦略を推進している。その中で、技術や特許における課題解決を

目的とし The Linux Foundation を始めとするオープンソースコミュニティーにも積極

的に参加している。また、直近ではコンソーシアムの組成・リーダーシップ等にも積極

的に実施。近年は、OSS の用途拡大、特に、自動運転への取り組みも行っており、オー

プンソースの自動運転ソフトウェアやシミュレーターの開発を行うベンチャー企業や大

学への資金提供や技術的支援を積極的に行っている。 

 

＜OSSに関わるトヨタの取り組み4＞ 

 

 
4 各種公開情報より PwCまとめ 



- 13 - 

 

3.2 自動車メガサプライヤーにおける OSS への取組 

また、完成車メーカー以外のメガサプライヤーにおける事例についても、以下の通り

纏めた。完成車メーカーと異なり、Tier1 に位置するいわゆるメガサプライヤー（売上

高上位５社）においても、OSS の活用状況においてばらつきがあることが確認された。 

BOSCH・デンソーはOSS関連コミュニティへ積極的に参加し、車載機器プラットフ

ォームの OSS を活用した開発の高度化や、標準化活動を実施している他、同業他社及

び IT 大手と連携し、制御系の OSS 利活用を実施する動きが見られる。他方で、地域・

国を問わず、OSS に係る具体的な活用内容については、開示が為されていない企業も

存在していた。 

 

＜メガサプライヤー売上高上位 5 社の取り組み5＞ 

 

 

  

 
5 各種公開情報より PwCまとめ 
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上記のうち、特に幅広い活用傾向が見受けられた BOSCH における事例を示す。 

BOSCH は、開発環境の高度化を目指し、まずはラピッドプロトタイピングや迅速な

概念検証（PoCs）を可能とするため、OSS を多用し Bosch IoT Suite（クラウド）・ソ

フトウェアパッケージを包含したプラットフォーム）の開発を行った。これと共に、過

去 10 年以上にわたり、OSS 関連コミュニティへ積極的に参加し、パートナー（顧客・

外部企業）と共同で Bosh IoT Suite を始めとする製品の開発を行っている。 

 

＜OSSに関する BOSCHの取組6＞ 

 

 
6 各種公開情報より PwCまとめ 
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3.3 スマートシティ領域における OSS への取組 

また、自動車関係分野以外においても、OSS への取組は拡大している。 

例えば「スマートシティ」の分野における取組として、欧州を中心とした 117都市 24

か国では、 OSSをベースに開発されたオープンソースプラットフォーム「FIWARE(ファ

イウェア)」(=EU（欧州連合）が設立した官民連携プログラムにより開発されたスマー

トシティ IoT 基盤)を採用している。 

日本では、防災・観光分野における課題解決を目的とし高松市／加古川市等で

FIWAREが採用されており、OSSを基盤に、データを利活用したスマートシティの実現を

推進している。 

 

＜高松市における FIWAREの利用7＞ 

 

 

 
7 出所：FIWARE – 都市を成長の原動力に変革中（Ulrich Ahle, CEO FIWARE Foundation）2018

年 10月 5日（https://expo.smartcity.kyoto/2018/doc/ksce2018_doc66.pdf）【最終アクセス

日時 2020 年 3月 24日】 
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4 政府等の主導および官民連携による OSS への取組 

また、諸外国においては、政府機関等により、OSSへの取組も拡大している。 

 

4.1 米国政府における取組例 

 米国政府は、オバマ政権下の「People’s Code」方針に沿い、異なる政府機関での重

複コード作成の回避などを目的とし、政府が開発・調達したカスタムコードを１ヶ所で

公開しオープンソースプロジェクトを一元化した Webプラットフォームを設置 

同 Web プラットフォームを通じて、政府機関の開発したソフトウェアへの公共アク

セス及び政府機関間におけるソフトウェアの再利用が進むことが期待されている 

現在、開設時より順調に公開される OSS プロジェクトが拡大し、26 省庁・団体によ

る 6,600以上のプロジェクトが存在している 

 

＜米国政府「Code.gov」について8＞ 

 

 
8 各種公開情報より PwCまとめ 
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4.2 中国国家認定プロジェクト「Project Apollo」の事例 

Project Apollo とは、百度（バイドゥ）主導のもと 2017年 4月に発表された自動運

転車向けのソフトウェアプラットフォームをオープンソース化するプロジェクト。2019

年現在、大手自動車メーカーに加えて、テクノロジー企業などの 130 以上の企業が参画

している。 

本 PJでは、障害物検知、ルート計画、車両制御、車両 OSやその他の機能に加え、テ

ストツールまで OSS化。パートナーは自動運転技術の研究開発に参入する障壁が低くな

り、技術革新の速度が高まると共に、百度は互換性の高い車両やセンサ・各種部品を提

供。多彩なパートナーの参加と協業を促し、新しいエコシステムの構築が可能となる。 

本 PJは政府から中国国家プロジェクトの認定を受けており、政府と AIの一体開発を

進めている。各自動車メーカーにおいては、中国における自動運転開発の実施・実証お

よびその後の事業展開も見据え、参画が拡大している。 

 

＜Project Apollo 開始時のパートナー及びエコシステム9＞ 

 

 
9 各種公開情報より PwCまとめ 
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4.3 日本政府における取組状況 

 過去２カ年において、政府による OSSの普及啓発及び利活用事業、ならびに政府調達

における積極的な利用方針を示す文書等は確認されなかった。 

直近だと、経済産業省は、「平成 26 年度我が国経済社会の情報化・サービス化に係

る基盤整備（クラウドコンピューティング時代における OSS の活用に 関する調査事

業）」に係る調査を実施し、OSS推進に向けた提言を示している。 

また、経済産業省及び総務省は、OSS を活用していく上での課題や普及促進を推進す

る民間団体「日本 OSS 推進フォーラム」と連携しており、定期的に開催されるフォーラ

ム／セミナーへオブザーバーとして参画している。 

 

＜「平成 26年度我が国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備」の概要10＞ 

 

 
10 出所：平成２６年度我が国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤技術（クラウドコンピ

ューティング時代におけるオープンソースソフトウェアの活用に関する調査事業）調査委託

先：TIS株式会社 https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2015fy/000438.pdf 

【最終アクセス日時：2020 年 3月 24日】 
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5 OSSのリスク等に関する調査結果 

前章まで、OSS の利活用という「正」の側面に特化した公開文献調査を実施してきた

が、加えて、OSS の利活用は、意識的・無意識的な利用を問わず、企業は、OSS の利活

用時に生じうるリスクとして、「特許リスク」「法的リスク」「レピュテーション（評

判）リスク」をはじめとした多様なリスクに直面する。 

これらのリスクに関しては、OSS コミュニティ・大手企業・業界団体等において多く

の啓発を行われているが、十分に非 IT 分野の企業等に浸透しているとは言い難い状況

ということが以下文献の著者等からも指摘されている 

 

＜代表的な 2文献にて示されている OSSのリスク全体像＞ 
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また、前述のリスクについては、IoT の広がりにあわせて、これまで繋がっていなか

ったシステム同士が繋がることによるリスクの直面機会や影響範囲の広がり等も生じて

いる。 

IoT 等のネットワーク環境における対策は企業内で完結するものでは無く、サプライ

チェーン全体において一者でも管理不備があると、サプライチェーン全体として信頼性

の低下・リスクの拡大を招く可能性がある。 

そのため、その解決策として、サプライチェーン内の OSSの各社の管理体制整備とト

レーサビリティの確保を行うべく、各種のコミュニティを活用した管理体制の整備やト

レーサビリティの確保が重要になってきている 

 

非 IT 領域（強固なサプライチェーン）や IoT の環境下でのリスク 

自動車業界における例 

• OSSの管理が不十分な Tier2メーカーの影響が、Tier1、OEM（最終サプライヤー）

まで及ぶリスク 

電機メーカー等の例 

• これまでネットワークに繋がっていなかった OSS仕様製品が繋がることで、リスク

が露呈。例えば、医療機器等は、昨今新たにネットワークに繋がり、リスクに晒さ

れている可能性がある。 

 

コミュニティを通じたリスク対応策 

• OPEN CHAIN：社内の OSS管理体制の世界標準を策定し、支援。ISO 化を目指した活

動も推進 

• SPDX：OSS のトレーサビリティを確保すべく、コミュニティで情報交換のフォーマ

ットを策定 
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6 OSS先進企業の社内環境整備の在り方 

これまでに述べた「価値創造」と「リスク対応」を行う際において、企業内はどのよ

うな対応が求められるのかを明らかにすべく、Linux Foundation と TODO グループが発

行した「企業のための OSSガイド」を分析した。 

本事例では、Comcast、Facebook、Google、Intel、Microsoft、Red Hat、Salesforce、

Samsung 等の先進企業における OSS 利活用のベストプラクティスが集約されており、特

に関係する個所について以下の通り引用した。 

 

＜「企業のためのオープンソース ガイド11」における OSS利活用の流れ・方法＞ 

 

 

  

 
11 「The Linux Foundation「企業のためのオープンソースガイド」」より PwC まとめ 

https://www.linuxfoundation.jp/resources/open-source-guides/ 

【最終アクセス日時：2020 年 3月 24日】 
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Ⅲ アンケート調査結果 

1 調査目的および調査設計 

非 IT 領域を主とする大企業（機械・自動車・インフラ・金融等）の OSS 利用状況に

ついては、公開情報として、現時点で OSSの利活用に関する詳細かつファクトベースの

情報が僅かに留まることが判明した。そのため、本調査にでは、非 IT 領域を主たる事

業領域とする企業群にアンケート調査を実施し、現状を集約した。 

 

＜調査設計及び調査内容＞ 
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2 一次アンケート（スクリーニング）調査結果 

一次アンケートでは、非 IT 領域を主とする大企業（機械・自動車・インフラ・金融

等）のシステム開発・ソフトウェア開発部門等における幹部層（事業部門長・部長クラ

ス中心） 計 55名に対して送付。 

「所属企業において、OSS を利活用した実績があるか」「所属企業において、OSS を

含む製品等を開発したことがあるか」「所属企業において、OSS の利活用・管理を担う

担当組織が存在しているか」を聴取した。 

その結果として、回答いただいた全ての方が OSSを利活用した実績を有していたが、

OSS に対する取組が個人に依存し、かつ、全体として活動が低調であることが明らかと

なった。 

 

＜一次アンケート調査結果＞ 

 

 

上記回答について、まず、OSSを含む製品を開発している層は 19者中 6者（約 3割）

となった。この点は、「OSS がほぼ全ての製品に含まれている」という公開統計情報に

鑑みると、実態として「活用状況を認識していない」層が多いことが想定される 
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また、OSS の担当組織は、19 者中 12 者（約 6 割）が有すると回答した。他方、組織

設置の状況は業種別に差が見受けられることが、業種別回答より想定され、例えば機械

系メーカーでは、担当組織が無いものの、実態として OSSを現場が活用している可能性

がある。他方、インフラ・金融・食品業界では、組織を有し管理体制があるが、利活用

状況を現場が把握していない可能性があることが明らかであった。 

 

 

3 本アンケート（選択式・記述式）調査結果 

一次アンケートを踏まえ、「OSS を利活用した実績がある」かつ「OSS を含む製品等

を開発」又は「OSS の利活用・管理を担う担当組織が存在」する企業 10 社より詳細な

アンケート回答を得た。 

回答者は、主力事業が非 IT領域である計 10 社のシステム部門・開発部門等の部長級

以上であり、内訳は、自動車（完成車メーカーおよぼサプライヤー）２社、産業機械２

社、金融・インフラ（保険会社・銀行・電力会社）３社、製薬・バイオ・食品系企業３

社であり、いずれも大手企業である。 

 

＜調査設問および選択肢＞ 

 

 

1. 貴社における OSS 製品の適用先 

• 一定の信頼性が求められる主力製品への利用 

• 組込み・主力製品に付随する、信頼性等が強く求められない製品・サービス群へ

の利用 

• 製品テスト・実証実験等、顧客に納入等を行わない場面での利用 

• 特に管理ができておらず、不明（各開発者個人に依存） 
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2. 貴社における OSS の管理状況 

• 自社が直接的に開発を担う製品（ソフトウェア・組込みソフト）のみについて管

理をしている 

• 貴社調達先（ベンダー等）より提供される、製品・組込みソフトウェア内の OSS

の使用有無を管理 

• 特に管理等を行っていない（各利用者のマナーに依存） 

 

3-1,3-2 OSS の利活用を進める上での、「自身」「貴社製品の提供先（顧客）」にお

ける価値の理解内容 

• 価値創造（OSS を通じて最先端のソフトウェアを活用できる）観点から活用に理

解がある 

• コスト削減や納期短縮等の観点から活用に理解がある 

• 活用に対して否定的である 

• 特に説明・意識啓発等を実施しておらず、不明 

 

4. 各層における、OSSの価値・リスク等への理解度（不明・無し～理解 までの５段

階評価） 

• 経営層（社長・CxO 層）  

• 役員および事業部門長クラス 

• 開発部門（ＯＳＳ担当部門・ソフトウェア開発部門） 

• 管理部門（法務部門・知財部門）・営業部門 

 

5 OSSは、貴社・貴社業界で今後拡大するか？拡大しないか？（自由記述） 
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3.1 回答結果概要 

①OSSの利活用先 

• 全体の傾向として「主力製品・高信頼な製品への利用」「左記以外の製品への利用」

「社内システム・実証等での利用」は、いずれも 5 社ずつ（各 50%）となり、回答

が分散した 

• 他方で、「産業機械」メーカーは共に「社内システム・実証等での利用」のみとな

った 

②OSSの管理状況 

• 産業機械一社を除き「⾃社が直接的に開発を担う製品・サービス」「ベンダー等が

自社に提供するソフトウェアへの OSS の利用状況」の両方について、等しく管理を

実施しているとした 

③OSSの利活用を通じた価値 

• １社を除き、９社が「コスト削減」を価値に挙げた。 

• コスト削減に加えて、「納期短縮」または「最先端のソフトウェア活用」という回

答があった（４社ずつ） 

• 他、「安定性の確保（実績あるソフトウェアを導入可能になる）」「技術者の確保

が容易になる」等が挙げられた 

④回答者の顧客（製品・サービスの最終提供先）における OSSの理解 

• 「OSS の長所・短所の両面から理解」「コスト削減の観点から理解」「特に意識啓

発等を行っていない」がいずれも 3~4名ずつ（30~40%）となった 

• 他方で「金融・インフラ」「製薬・バイオ・食品」においては、「コスト削減の観

点から理解」する層は 0名 
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⑤OSSに対する役職・所属別の理解度 

• 経営層および営業部門においては、OSS に対する理解度が著しく低い可能性が高い

と考えられる 

• 管理部門（知財部門・法務部門）においては、「ある程度理解している」層が、約

半数程度は確認されるものの、理解度が低い割合も半数程度存在している 

• 役員・事業部長クラスにおいても、管理部門と同じく、 「ある程度理解している」

以上の層が、約半数程度は確認されるものの、理解度が低い割合も半数程度存在し

ている 

 

＜役職・組織別の OSSへの理解度＞ 

 

（単位：名） 
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Ⅲ ヒアリング調査 

1 調査内容および調査先 

本調査の目的である「非 IT 領域の「経営層」に対する「OSS の価値・リスク」を適

切な訴求」に向けて、グローバルなレベルで、そのための環境整備・先行的な活動等が

見受けられる、 OSSコミュニティおよび企業群に対してヒアリング調査を実施した（本

調査では、プロモーション資料としてのアウトプットの利活用を前提に、ヒアリングの

実施前の段階で、社名開示をご了解いただいた方のみ、実施とした。） 

また、政府内における OSS活用、政府における OSSの利活用支援施策における状況・

実態等を理解する層、国内における業界団体・コミュニティ等の方にも、追加的に聴取

を行った（なお、一部の方には、ヒアリング後に有識者委員会へのオブザーバー参加も

いただいた）。 
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2 調査結果概要 

2.1 OSSを取りまく環境認識 

公開文献調査およびヒアリング調査結果を踏まえ、OSSは今後、非 IT領域も含めて

確実に拡大すると想定されており、以下の観点に着目すべきとの示唆が得られた。 

 

＜OSS を取りまく環境認識（公開情報調査の纏め）＞ 
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2.2 企業における課題認識 

公開文献調査およびヒアリング調査結果を踏まえ、OSSに関する企業及び政府の具体

的な課題として、以下の観点に着目すべきとの示唆が得られた。 

 

＜我が国企業における課題＞ 

 

 

＜我が国政府における課題＞ 
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2.3 本調査を通じて企業・政府に提言すべき事項の全体像 

前述の課題認識を踏まえ、まずは「経営層」をターゲットにおき「OSS の価値・リス

ク」を適切に訴求し、経営層が適切なビジネスジャッジの下で OSSの活用に舵を切れる

ような環境整備を推進する。 

加えて、企業活動の拡大、政府主導での活動なども見越した政府施策について検討し、

提言を行うことが重要であると考えられる。 

 

＜企業・政府が取り得るアクションと本調査のポイント＞ 
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 なお、本調査では以上の公開文献調査・アンケート調査・ヒアリング調査結果を踏

まえ、「プロモーション資料」を策定した。より具体的なヒアリング調査結果等につい

ては、次章（プロモーション内容）を参照頂きたい。 
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Ⅳ OSSの普及啓発に向けたプロモーション内容（調査結果まとめ） 

 

1 プロモーション資料の位置づけ 

本調査においては「非 IT 企業を含む経営層」に向けた検討を進めてきたが、改めて、

以下の４象限から、現状を整理した。 

 

＜調査スコープの全体像＞ 

 

 

OSS は基本的に「手段」であるため、経営レベルで、OSS 活用／リスク対応の「必要

性」の啓発が主たる方策と想定された。そこで本調査では、経営レベルに「必要性」を

訴求するための基礎的なコンテンツつくりを主眼とした。 

加えて、現場レベルでの OSS活用を促す政府施策についても、諸外国と比較した検討

を行った。 
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2 プロモーション資料策定の考え方 

幅広い業種・理解度等の読者層に対して、共通的に、経営レベルで求められる OSSの

必要性・価値・リスクを示す（業種に関しては、IT 企業・非 IT 企業の区分を排して一

律化して示す） 

また、実際の使われ方として、ユーザー企業の「経営層自身」が本報告書を直接目に

する機会は限定的と想定され、報告書の直接的読者に対して、経営に対する訴求コンテ

ンツを提供することを念頭に置いた。 

 

＜プロモーション資料の利用シーン（例）＞ 
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3 策定したプロモーション資料 

 ここまでの調査を踏まえ、以下の通り、プロモーション資料を策定した。 
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Ⅴ OSSの普及啓発に向けたプロモーション戦略 

1 プロモーション戦略の考え方 

本事業の目的である「幅広い業種・理解度等の読者層に対して、共通的に、経営レベ

ルで求められる OSS の必要性・価値・リスクを示す」、その上で、OSS の利活用を通

じた価値を企業等が得ていくために、本調査研究の結果の推進においては、以下図の通

り、短期的・中期的な時間軸でそれぞれ検討していくことが重要と考える。 

 

＜推進方策の考え方＞ 

 

 

まず短期的課題として、OSS の価値・リスク等に関する「理解」深耕の進行が挙げら

れる。具体的には、本調査研究結果（プロモーション資料）をどのようにステイクホル

ダーに打ち込み、OSS の価値・リスクを理解いただくべきかという観点において、政

府・企業・業界団体やアカデミア・OSS コミュニティ等において実施可能な施策を洗い

出した。 

加えて、本調査研究結果（プロモーション資料）を理解した「企業（経営層）」が、

リスク管理・活用・貢献等を高度化するために、各主体がどのような施策を実施すべき

か。また、政府等がそれらをどのように後押しできるか、という観点も挙げられる。 

上記の視点に立ち、プロモーション戦略を以下の通り整理した。 
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2 本調査結果のプロモーション活動（短期的課題） 

ヒアリング調査等を踏まえ、本調査結果（プロモーション資料）の実際の使われ方と

しては、ユーザー企業の「経営層自身」が本報告書を直接目にする機会は限定的と想定

され、企業や業界団体等に所在する実務担当者レベル（非役員層）が、本資料を活用し、

経営に対してインプットを図る流れを生み出せるかが重要である。 

これを踏まえ、本調査結果の活用方策について、プレイヤー別に以下の通り洗い出し

た。次年度において、内閣府等を中心として、これらの活動を具体的に推進していくこ

とを想定している。 

 

＜本調査結果の活用方策の洗い出し結果＞ 
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3 中長期的課題への考え方およびプロモーション施策 

本調査研究を通じて、我が国企業にとっての OSSの役割は、単なる「エンジニアリン

グの高度化」といった視点ではなく、事業環境が変化する中でイノベーションを生み出

すためには「ソフトウェア」の役割が重要で、その重要な内数として OSSが存在してい

る、といった大きな前提があることが明らかとなった。 

 

＜プロモーション資料で整理した「事業環境の変化」＞ 

 

 

他方、これらの状況に対して、日本企業の状況としては、単に OSS という観点に限ら

ず、デジタル・トランスフォーメーション（DX）への遅れ、スタートアップ企業との連

携の不足をはじめとするオープンイノベーションの課題、企業文化に至るまで、構造的

な課題が存在している。 

これら構造的な課題へのアプローチ方策は本調査のスコープではないが、OSS との関

係性が見受けられる観点を中心に、以下の通り整理し、中長期的な課題に対するアプロ

ーチ方策として取り纏めた。 
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3.1 産業構造的な課題に対する理解 

OSS の積極的な利活用が図られていると想定される大手 IT ベンダー等をはじめとす

る企業においては、顧客との関係性・事業の継続性・ビジネスモデル等を踏まえた事業

構造上、OSS 利活用を本格的に推進する上での課題が見受けられるとの指摘があり、経

営に向けたアプローチの重要性が高いことが想定される。 

 

＜大企業を中心とした産業構造上の課題＞ 

 

 

 加えて、ソフトウェアベンダーを中心とした産業構造においては、ソフトウェアベ

ンダーが大手ベンダーを頂点とした多重下請け構造にあることが挙げられる。この点は

リスク管理において顕著な課題化する恐れがある。例えば、最終的な納品先が、ソフト

ウェアを下請け・孫請け・非孫請け等に至るまでの多重下請け構造の中で、誰がどう開

発したのか（例：OSS を使用しているのか否か）、ソースコードでの納品を受けていな

い場合、その把握が極めて難しいという状況である。 
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3.2 中長期的な対応策 

前述の産業構造上の課題に鑑み、有識者委員会およびヒアリング調査等においては、

以下の通り、対応策が示された。 

 

(1)産業構造を踏まえた OSS管理の高度化 

業種を問わず、製品・サービスの付加価値の源泉がソフトウェアになるにあたり、ほ

ぼ全ての開発現場において OSS が利活用されており、OSS の管理（リスクマネジメント）

の高度化は喫緊の課題である。 

他方、先に示した通り、多重下請け構造の中において OSSの管理は十分に実行されて

いるとは言えず、ソフトウェアのサプライチェーン全体で OSSの使用状況等を把握し、

開発された製品・サービスの脆弱性管理を容易に行うための環境整備が重要である。 

 

なお。本環境整備策の具体的な形としては、本調査のオブザーバーでもある一般社団

法人コンピュータソフトウェア協会（CSAJ）が一般財団法人機械システム振興協会から

の委託の元で今年度推進している「オープンソースソフトウェアの脆弱性情報管理に関

する戦略策定」事業における検討事項が一案として考えられる。本検討では、①国内に

おける OSS 活用状況の把握 ならびに ②脆弱性管理データベース及び脆弱性管理ポー

タルの要件定義 等が実施されており、ソフトウェアのサプライチェーン全体で、より

セキュアな開発や更新等が行える環境整備策を洗い出しているところである。 
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(2)人材育成の強化 

OSS の活用が非 IT 企業にも拡大することは本調査にて確認したが、他方で非 IT 企業

においては、ソフトウェアに精通した人材、とりわけ OSSに対する基本的なリテラシー

を有した人材が著しく不足している。 

目下、先進的な非 IT 企業においては、IT 企業からの人材の獲得等の施策を進めてお

り、これらの人材が企業内での OSS管理および利活用推進の機能を担っている。他方、

これらの施策が実行可能な企業は限られ、十分に人材が供給されているとは言い難いと

想定される。 

そこで、これらの人材の供給を最大化する上では、現在 OSSに対する知見が無い人材

も含めて、段階的に、OSS の管理・利活用等に対するスキルを身に着けていくことが重

要である。その際、例えば「ITスキル標準」等に倣い、OSSを扱える人材育成のための

「OSS人材スキル標準」の策定等が必要と考えられる。 

OSS に関するスキル標準では、IT スキル標準における最新版である「i コンピテン

シ・ディクショナリ」に倣い、以下の様な構造・内容での検討を一案として提示する。 
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＜OSS に関する「スキル標準」のイメージ＞ 
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(3)政府等に求められる施策 

調査で明らかになった通り、目下、日本政府においては、OSS を普及啓発・推進する

予算措置は近年実施されておらず、管理体制の強化に係る支援などは存在しない。 

加えて、OSS 普及啓発に対する直接的／間接的な資金援助等も限定的であり、中国

「Project Apollo」等のような OSSコミュニティに対する政府研究開発投資、米国政府

等における「Code.gov」に代表されるような、政府システムへの OSS 利用・OSS 化の動

きも、極めて限定的であり、公的負担による OSSの利活用は地方自治体が一部推進して

いる「Civic Tech12」等の動きに限られている。 

これらの観点を踏まえ、我が国政府における課題を以下①～③の通り整理した。 

 

＜我が国政府における課題＞ 

 

 

①「OSS リスク対応」環境整備（企業等における OSS 管理の支援） 

前項においても述べた通り、多重下請け構造の中において OSSの管理は十分に実行さ

れているとは言えず、ソフトウェアのサプライチェーン全体で OSSの使用状況等を把握

 
12 市民主導でオープンソース・オープンデータ等を駆使し地域の行政課題・社会課題に資する

サービスを実現していく取組。 
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し、開発された製品・サービスの脆弱性管理を容易に行うための環境整備が求められて

いる。 

これらの環境の裨益者（例：脆弱性管理を行うためのデータベースのユーザー）は、

中規模・小規模のソフトウェアベンダー等が多く、それら事業者の負担において、大規

模かつ大手ベンダー・大手ユーザー企業（発注者側）の要件を満たすデータベースを構

築するのは、極めて困難であると想定される。この点を踏まえ、政府においては、ソフ

トウェアのサプライチェーン全体で OSSの使用状況等を把握するシステム等の構築を進

めることが肝要である。 

また、同じく多くの企業に対して、OSS の利活用・管理の高度化に向けた最初の一

歩である担当者設置、管理体制の構築までを具体的に支援する施策も重要である。 

 

②政府主導での OSS 創造（OSS 活用・貢献の支援） 

中国政府によるナショナルプロジェクト等の実施状況に鑑み、政府による OSS創出・

活用主体に対する支援についても、検討することが肝要である。公的資金による OSS開

発は、自国外の企業がその成果を活用するという視点はある一方で、早期のビジネス／

イノベーション・エコシステムの形成が競争力となり得る分野（例：モビリティ・スマ

ートシティ等）においては、極めて重要であると想定される。 

そこで例えば、特定の OSSの開発を主目的とするナショナルプロジェクトに対する資

金的支援等を厚くする等の施策を検討することも肝要である。 

 

③政府自らによる OSS 利用（OSS 活用・貢献の支援） 

我が国の産業構造等に鑑み、現状、OSS を用いたシステム開発がほぼ実施されていな

い政府システム等において、OSS を活用していくことも重要である。その際、例えば

OSS共有基盤の整備（日本版の「Code.gov」等の方策の検討）も一案である。
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